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第１ 基本方針             

熊本市では、市内に流通する食品の安全安心の確保及び食育の推進に積極的に取り組むため、「熊

本市食の安全安心・食育推進計画」を策定し、「食」に関して総合的、計画的な施策展開を図っています。 

この推進計画に基づき、市民が手にする食品が安全であることはもちろん、安心できる食品である

ことを保証するために、各種食品製造業や飲食店への監視指導は言うまでもなく、バザー等で提供さ

れる食品についても衛生的な助言・指導等を行っています。 

一方で、全国的にみてもアニサキスやカンピロバクター等に起因する食中毒事件は多発しており、熊

本市においても令和 4年は下表のとおり 10件の食中毒事件が発生しました。 

そこで令和 5年度は、「HACCP(注 1)に沿った衛生管理の導入支援」及び「食中毒予防対策の強化」

を特に重点を置いて取り組む事項として位置づけ食の安全確保を図りました。 

 

 

 

 

１ 監視指導の実施期間 

 令和 5年（2023年）4月 1日から令和 6年（2024年）3月 31日までの 1年間 

  

２ 熊本市の食の安全に関する状況 

(1) 食中毒発生状況 

平成 30年～令和 4年（2022年） 

 平成 30年 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

事件数 3 3 2 7 10 

患者数 6 13 33 20 23 

 

令和 5年（2023年） 

№ 発生年月日 原因施設 患者数 死者数 原因食品 病因物質 

1 令和 5(2023).8.27 
飲食店 

（一般食堂） 
1 0 

不明（8/27 

飲食店提供食） 
アニサキス 

2 令和 5(2023).9.17 家庭 1 0 鮭の刺身 アニサキス 

計   2 0   

(2) 違反食品発見状況（令和 5年度（2023年度）） 

・食品衛生法第 13条（食品の基準及び規格）第 2項違反   

保存基準違反、温度管理不十分等 

・食品衛生法第 13条（食品又は添加物の基準・規格）第 3項違反  

残留農薬基準値の違反、成分規格違反 

   ・食品表示法第 5条（表示基準）違反 

      表示の誤貼付、一括表示なし等 

  

(注 1)「HACCP（ハサップ）」とは H（Hazard：危害）、A（Analysis：分析）、C（Critical：重要）、C（Control：

管理）、P（Point：点）の略で、安全で衛生的な食品を製造するために国際的にも推奨されている食品製造の工

程における衛生管理の手法です。 
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第２ 重点的に監視指導を実施する事項       

 令和 5年度（2023年度）は、次の２つの項目を重点的に監視指導する事項（重点監視項目）と定めま

した。 

 

１ 食中毒予防対策の強化                  （詳細は p. 5） 

２ HACCPに沿った衛生管理の導入支援      （詳細は p. 9） 

 

この２項目について、専門性を高め、緊急の課題に対応し、重点的・効率的な監視指導を行うため、

専門監視班を設置し監視指導を実施しました。 

 

第３ 効率的・効果的な監視指導の実施       

 食品の安全性を確保することを目的に、監視指導項目、立入検査計画、収去検査計画など、生産・流

通・消費の段階及び食品群ごとに検討し、監視指導を行いました。 

 

１ 監視指導の実施体制 

(1) 庁内の連携 

ア 監視指導計画の実施部署 

実施部署名 役割 

食品保健課 

▶施設、食品等の監視指導 

▶食中毒、食品等の苦情に関する調査 

▶食品等の収去 

▶食品等事業者、市民等に対するリスクコミュニケーションの実施 

環境総合センター ▶食品等の検査 

医療政策課 ▶検査の信頼性確保部門 

イ その他の連携 

(ｱ)  食の安全安心の確保に係る連携 

庁内の食の安全安心に関する業務を実施する関係部署から事業実績を集約し、食の安全安

心・食育部会へ報告しました。 

 

(ｲ)  学校及び社会福祉施設等における給食等の安全確保に係る連携 

学校や病院、介護老人保健施設、保育所等の衛生管理に関する助言・指導及び支援にあたり、

各施設を所管する関係部局と連携し、自主衛生管理の推進を図りました。 

 

(ｳ)  食品表示の適正化に係る連携 

 市民が食品を選ぶうえで重要な情報源である食品表示について、消費者センター等の関係機

関と連携しながら食品事業者への周知を図りました。 

 

(2) 試験検査実施機関の体制整備 

 信頼性確保部門による内部点検が行われ、指摘・指示事項はありませんでした。 
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(3) 国・関係自治体との連携 

ア 厚生労働省及び関係自治体との連携 

 厚生労働省や全国自治体との連絡会議に積極的に参加し、意見交換や情報の共有に努めました。

また、食中毒に関連した調査依頼や、広域に流通する食品の違反、不良等の発見や異物混入など

に対しては、関係自治体と緊密に情報交換し、連携して関係営業者への指導や違反食品の回収等

が適切に行われるよう対応しました。 

 

イ 消費者庁及び関係行政機関との連携 

 消費者庁や熊本県等の行政機関と連携し、特に広域流通事業者への食品表示適正化について、

助言・指導を行いました。 

 

ウ 農林水産省及び関係行政機関との連携 

 九州農政局や各自治体と連携し、事業者への適正表示の指導を実施しました。 

 

(4) 危機管理体制の充実及び強化 

食中毒等の健康危機に迅速・適切に対応できるように、熊本市健康危機管理連絡会議等への出

席等、関係機関との連携を密にし、健康危機管理体制の充実を図りました。 

 

２ 監視指導項目 

  監視指導項目として、「共通監視指導項目」と「食品群ごとの監視指導項目」を定めて監視指導を行

いました。 

 「共通監視指導項目」として「施設等の自主衛生管理に関する項目」「食品取扱者等の自主衛生管理に

関する項目」「食品の適正管理に関する項目」の 3 つの項目ごとに細かな監視指導項目を定めて監視

指導を行いました。 

加えて食肉、魚介類、熊本市の特産品等、6 食品群ごとの重点的監視指導実施項目を定めて監視指

導を行いました。 

 

３ 立入検査結果 

（1） 営業施設 

熊本市においては、施設及び業種ごとに、取扱い食品の危害度、流通の広域性など 4 項目で採

点し、Ａ（5 ポイント）からＥ（1 ポイント）までの 5 段階にランク分けをし、監視指導を実施してい

ます。 

令和 5年度（2023年度）は、「HACCPに沿った衛生管理」の制度化による食品等事業者の衛

生管理の確認・助言を重点的に行い、6,387 施設に立入検査を行い、監視ポイントは 8,657

ポイントでした。 

 

（2） 給食施設 

給食施設においては、監視頻度を基本的に 3～6 年に 1 回とし、食品衛生法や健康増進法に基 

づき、衛生管理や栄養管理に関する助言および指導を行っています。 

令和 5年度（2023年度）は、保育施設を中心に 131施設の立入を実施しました。 
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４ 食品等の収去検査結果 （別表 1 「令和 5年度（2023年度）収去検査結果」参照） 

 熊本市内で生産・製造・加工された食品や流通していた食品の中で、特に市民の食品に関する不安対

象上位にある残留農薬や添加物を含有する食品や成分規格基準が定められた食品 182 検体につい

て、細菌、食品添加物、残留農薬等を検査しました。規格基準違反が2件（内訳：国産野菜 1件、生食用

カキ 1件）、熊本県食品の衛生に関する指導基準不適が3件（内訳：生菓子 1件、調理パン2件）あり、

原因究明及び再発防止を指導しました。 

なお、検査は熊本市環境総合センターで実施しました。 

検査目的 
主な検査 

項目 
主な対象食品 

検体数 実施 

割合 

違反･不適

件数 計画 実施 

食
中
毒
予

防
対
策 

県指導 

基準 
細菌 

調理ﾊﾟﾝ、そうざい、生

菓子、ｶｯﾄ野菜、浅漬等 
92 84 91.3% 3 

特産品 細菌 馬刺し、辛子蓮根 8 6 75.0% 0 

食品安全対策 

食品添加物 煮豆・佃煮、味噌等 16 16 100% 0 

成分規格 
生食用カキ、食肉製品、

ｱｲｽｸﾘｰﾑ類等 
61 52 85.2% 1 

農薬安全対策 残留農薬 野菜・果実等 56 24 42.9% 1 

合   計 233 182 78.1% 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

５ 違反発見時の対応 

食品の流通拠点である市場やその他の食品関係施設への立入検査、消費者からの申し出や他自治

体からの通報によって、食品衛生法や食品表示法に違反する食品が発見されました。 

違反のあった食品関係営業者に対しては、立入検査を実施し、自主回収や改善指導等を行い、再発

防止のための措置を講じました。なお、市外で製造された違反食品については、製造施設を管轄する

自治体に対応を依頼しました。 

内 

容 

食品衛生法 
食品表示法 健康増進法 

第 6条（異物混入） 第 13条（規格基準違反） 

 2 10 11 0 

合計 23 0 

※その場で改善が図られるなど軽微なものを除いた件数（食中毒は含まない。） 

 

 

（野菜の残留農薬検査のための収去） （食品の理化学検査） 
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６ 主に行う監視指導 

 （1） 食中毒予防対策の強化（重点監視項目） 

令和5年（2023年）の食中毒発生状況は下表のとおりです。事件数はアニサキスやカンピロ

バクター、次いでノロウイルスが多く発生し、患者数はノロウイルスの被害が大きい年でした。ま

た、弁当を原因とする黄色ブドウ球菌およびセレウス菌による広域散発食中毒事案も発生して

います。 

そこで、これらの病因物質を重点とした食中毒対策の強化を図りました。 

食中毒等健康被害発生時の対応としては、医師等からの食中毒の届出・通報に基づき、疫学

調査（患者の喫食状況、症状、喫食施設及び食品等の調査）を行い、原因施設を特定し、原因とな

った営業施設については、安全が確保されるまでの間、営業の停止等の行政処分を行い、被害

の拡大防止並びに再発防止を図りました。 

本市で発生した食中毒 2 件については、同様な食中毒の発生防止、被害の拡大防止、そして

未知の患者を含むすべての患者に適切な治療を受けていただくことを目的として、報道機関を

通じて事件の概要を公表しました。また、厚生労働省に調査結果を報告しました。 

 

【食中毒の発生状況（令和５年（2023年）】 

     発生数 患者数 

全国 1,021件 11,803名 

熊本県 6件 51名 

うち熊本市 2件 2名 

 

令和 5年（2023年）病因物質別食中毒発生状況       (厚生労働省食中毒統計から) 

 事件数（割合） 患者数（割合） 死者数 

総数 1,021 11,803 4 

アニサキス 432（42.3%） 441（3.7%） 0 

カンピロバクター 211（20.7%） 2,089（17.7%） 0 

ノロウイルス 163（16.0%） 5,502（46.6%） 0 

自然毒 57（5.6%） 129（1.1%） 1 

 

ア ノロウイルス食中毒予防対策 

 例年、全国的に弁当屋・仕出屋、旅館など大量に食品を調理する飲食店や給食施設などでノロウ

イルスによる食中毒事件が多く発生しています。 

 発生要因の多くは調理従事者の手指を介した食品汚染であり、調理従事者のノロウイルス食中

毒防止への意識を高める必要があるため、次のような対策を実施しました。 

(ｱ) 調理及び製造施設等への監視指導 

食品の十分な加熱、調理従事者の健康確認記録及び手洗いの徹底の指導しました。 

啓発チラシをホテル、旅館及び大規模な仕出・弁当を調理・製造する施設、280 施設に郵

送しました。 

 

(ｲ)  市民啓発 

市政だより及びおはよう熊本市による広報を実施しました。 

「ノロウイルス食中毒注意報」は条件を満たさなかったため、発令はありませんでした。 
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イ 食肉による食中毒（カンピロバクター、腸管出血性大腸菌、寄生虫等）予防対策 

 例年、加熱不十分な食肉を原因としたカンピロバクター等による食中毒事件が多く発生してい

ます。特に熊本市は生食用馬肉を特産品とすることから、食肉による食中毒を予防するため、次

のような対策を実施しました。 

(ｱ) 飲食店や食肉処理施設等への監視指導 

飲食店や食肉処理施設へ臨検した際に、カンピロバクター等食中毒予防啓発チラシを配布し

たほか、鶏肉を加熱不足で提供している施設及び焼鳥を提供していると思われる施設約

500施設に郵送しました。 

(ｲ) 市民啓発 

      市政だより・市政広報ラジオ・テレビ番組（フレッシュフラッシュ・おはよう熊本市）・森都医報

にてカンピロバクターによる食中毒予防啓発を実施しました。 

 

ウ 魚介類の寄生虫及び自然毒による食中毒予防対策 

 近年、魚介類の生食を原因とする寄生虫（アニサキス、クドア等）による食中毒の発生が増加傾向

にあり、本市でも令和 5年度（2023年度）にアニサキスによる食中毒が 2件ありました。 

 (ｱ) 魚介類取扱い施設への監視指導 

飲食店や魚介類販売業等へ臨検した際に寄生虫による食中毒予防啓発チラシを配布したほ

か、生食用魚介類を提供する飲食店約 280施設に対してチラシを送付しました。 

(ｲ) 市民啓発 

市政だよりや市政広報ラジオ番組、医師会報を活用し、ふぐ毒や魚介類の寄生虫（アニサキ

ス）による食中毒予防啓発を実施しました。 

 

エ 給食施設における食中毒予防対策 

学校、病院、介護老人保健施設、保育所等の給食施設では、食中毒事故が発生した場合、大規模

な健康被害につながるだけでなく、抵抗力の低い幼児や高齢者等では重篤な症状を招く恐れが

あることから、「大量調理施設衛生管理マニュアル」等に基づく衛生管理を求めています。そのた

め、131施設に立入した際に次のような監視指導を行いました。 

・上記マニュアルや HACCPに沿った衛生管理のための手引書の配布および立入指導 

・ATPふき取り検査を利用した施設・設備等の汚染度チェック（27施設 85か所） 

・食中毒予防のチラシ等を配布し、注意喚起を実施 

また、給食施設に勤務する栄養士や調理師等を対象とした研修を 2 回開催し、255 名の方が    

参加しました。 

 

オ イベントにおける食品の安全確保 

 令和5年度（2023年度）は、熊本市において第19回FINA世界マスターズ水泳選手権2022

九州大会が開催されました。また、くまもと街なか広場やアミュひろば等で開催されるイベントが

増加していることから、食中毒等の健康被害の未然防止を図るために、次のような監視指導を行

いました。 

(ｱ) 選手等が宿泊する施設等関連施設への監視指導 

・大量調理施設衛生管理マニュアルに基づく適正な衛生管理の確認 

・調理従事者の衛生状況の確認 

・ＡＴＰ検査結果に基づく衛生教育 
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(ｲ) イベント等に出店する業者への監視指導 

・イベント情報等の事前情報収集による、衛生教育・衛生状況の確認の徹底 

・HACCPの考えを取り入れた衛生管理のための手引書を用いて指導 

 

 （2） 食の安全性の強化 

 食中毒等の事故等が発生した場合の影響が大きい広域に流通する食品の安全対策等を強化しま

した。 

ア 広域流通食品の安全性確保 

都道府県、市等の区域を越えて広域的に流通する広域流通食品の製造施設に対して、

HACCP に沿った衛生管理に基づいて作成した衛生管理計画書や記録簿等を確認し、助言を

行いました。 

 

イ 輸入食品の安全性確保 

令和 5 年（2023 年）の市民アンケートにより、輸入食品に不安を感じている市民の割合は

50.6％と前回（平成 30年実施、55.8％）と比べて減少したものの、依然として約半数の市民

が輸入食品に不安を感じており、関心が高いことが伺われました。 

そこで、輸入食品の収去検査を実施（輸入果実 3検体）したほか、国や他自治体の検査によっ

て、本市に違反している輸入食品が流通していることが判明した場合は、国や他自治体と連携

して調査や指導を行いました。 

 

（3） 田崎市場における監視指導 

ア 市場内施設への監視指導 

多種・多量な食品の流通拠点である田崎市場で流通食品の安全確保のため、市場内の食品製

造・販売施設に対する監視を 16 回実施し、食品の表示や保存方法、取扱状況等について指導す

るとともに、違反・不良食品の排除に努めました。 

夏期及び年末食品一斉取締期間の初日に立入検査を行いました。実施状況については報道機

関を通じて公表しました。 

区      分 夏期食品一斉取締 年末食品一斉取締 

実  施  日 
令和 5年（2023年） 

7月 3日(月)  

令和 5年（2023年） 

12月 1日(金)   

監 視 員 数 

熊本市 11名 

食品衛生指導員 2名 

市場職員 1名 

熊本市 15名 

食品衛生指導員 3名 

監

視

状

況 

営業施設 62施設 79施設 

食品の延べ

検査数 
1,750検体 2,520検体 

違反・不適 違反 4件 違反 3件 

イ 市場食品衛生監視所での食品の検査 

市場内の巡回監視指導と、残留農薬や魚介類の細菌等の検査により違反食品を排除すること

を目的として、市場内に熊本市市場食品衛生監視所を設置して熊本県内に流通する食品の安全

に努めました。 

6 月、8 月、11 月に市場仲卸施設のふき取り検査を実施し、検査結果を個別にフィードバック

し、必要に応じて施設・器具類の洗浄・消毒方法について再確認を促しました。また 、野菜・果実
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の残留農薬簡易検査を行いましたが、違反食品はありませんでした。 

食 品 種 別 検体数 検 査 内 容 

施設・器具類ふきとり 378 ATP、大腸菌群、腸炎ビブリオ 

野菜・果実 12 残留農薬（簡易キット） 

 

ウ 市場内食品等事業者へのリスクコミュニケーションの実施 

生カキに関する取扱いや商品管理の留意点を文書で通知し、注意喚起を行いました。また、市

場関係者向けの衛生講習を 2回行ったほか、市場で実施されるイベント前にも説明会を行い、衛

生意識の向上を図りました。 

 

 

（4） 食品表示の適正化対策 

 消費者が食品を選ぶうえで重要な情報源である食品表示について、適正な表示の推進を図りま

す。食品表示法に基づく表示について、関係機関と連携しながら食品等事業者への周知及び指導

に努めました。 

通常の監視業務に加え、夏期・年末の食品一斉監視等では田崎市場等で食品表示の監視を重点

的に行い、発見した表示違反・不適食品について適正表示の指導を行いました。 

・表示に関する調査・監視指導延べ施設：2,332件 

・食品事業者からの相談件数：128件 

・表示違反：11件（文書による指導 7件、口頭指導 4件） 

 

（5） 健康食品の安全確保 

健康食品の表示、広告、販売方法等の適正化を図るため、健康増進法に関する栄養成分表示等

の指導を行いました。 

健康増進法に関する栄養成分表示の指導（虚偽誇大広告を含む） 

業者 20件 

（内訳）栄養成分表示 

虚偽誇大広告 

17件 

 3件 

市民 0件 

計 20件 

 

（6） 一斉取締りの実施 

 食品等の製造・販売等の流通量や気候等による事故発生の危険性等を考慮して、厚生労働省や消

費者庁の指針に基づく夏期及び年末に食品一斉取締りを行い、その実施結果を、熊本市ホームペー

ジ「熊本市安全安心のひろば」で公表しました。 

ア 夏期食品一斉取締り（7、8月） 

大量調理施設や食肉販売業等に監視指導を行うとともに、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理  

や記録の確認を行いました。 

また、生食用又は加熱不十分な食肉による腸管出血性大腸菌及びカンピロバクター等に 

よる食中毒防止対策等について、調査票に基づく聞き取りを行う等、延べ 1,288施設に 

衛生指導を実施しました。 
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イ 年末食品一斉取締り（12、1月） 

冬季に発生しやすいノロウイルス食中毒や熊本市で例年発生しているカンピロバクター 

食中毒の対策を重点的に実施する等、延べ 346施設に衛生指導を実施しました。 

立ち入り検査を実施した施設への衛生指導に加えて、ノロウイルス食中毒防止の啓発チ 

ラシや各施設の取り扱い食品に沿った啓発チラシ（野生鳥獣肉の取り扱い、ふぐやカンピ 

ロバクターによる食中毒防止等）を配布した。 

   

第４ 食品等事業者による自主的な衛生管理の推進       

食品等事業者等の自主衛生管理推進のための指導や支援を行いました。 

 

１ 食品等事業者への指導・支援 

 HACCPに沿った衛生管理の導入を支援するとともに、これらの取り組みを市民に対して広報し、食

に対する安心の確保に努めました 

（1） HACCPに沿った衛生管理の導入支援（重点監視項目） 

 ア 熊本市HACCP適正普及推進事業の活用 

参加申込を行った施設に対して、HACCP に沿った衛生管理の取組状況について確認・助言を

行うことで、その自主衛生管理の取り組みを支援しました。令和 5年度（2023年度）に新たに参

加申込を行った施設はありませんでしたが、１施設が更新を行いました。参加事業者の施設名等

は熊本市ホームページに掲載しました。 

 

（2） 食品等事業者及び食品衛生責任者への指導 

食品等事業者に対して、出前講座を利用した衛生教育を行う等、従事者等の衛生管理に関す

る知識、技術の向上を図り、自主衛生管理の確立を支援しました。 

また、営業許可申請者に対しては、食品衛生責任者設置の徹底を図るため、食品衛生責任者

養成講習会の受講を推進しました。 

【営業施設への講習会実施内容】 

区分 回数 受講者 内容 

食品等営業者 23回 733名 食中毒防止対策、衛生法規、自主衛生管理 

給食施設関係者 6回 399名 食中毒防止対策、自主衛生管理 

食品衛生責任者養成講習会※ 6回 822名 食品衛生学、食品衛生法、公衆衛生学等 

食品衛生責任者実務者講習会※ 2回 54名 食品衛生学、食品衛生法、公衆衛生学等 

 計 37回 2,008名  

※食品衛生協会の開催する講習会を、「食品衛生責任者養成講習会」及び「食品衛生実務者講習

会」として市長が承認し実施しました。 

 

２ 優良衛生施設等の表彰 

 食品衛生意識の向上を図るため、食品衛生の向上に功績のあった方や、衛生管理が優秀で他の模範

となる食品営業施設を表彰しました。 

厚生労働大臣表彰 食品衛生優良施設    1施設 

日本食品衛生協会長表彰 該当なし 

熊本県食品衛生協会長表彰 食品衛生優良施設    1施設 



 - 10 - 

３ 食品関連団体の事業への支援 

  （一社）熊本県食品衛生協会熊本支部の食品衛生指導員が行う、自主衛生管理の確立を目指した営

業施設の巡回指導等、業界の衛生面の向上のための熊本市食品衛生協会の事業に対し、積極的に支

援しました。 

目        的 内        容 回  数 

食品衛生指導員への支援 合同巡回指導 7回 

食品衛生責任者養成 

講習会への講師派遣 

内訳 養成講習会  

実務者講習会 

指導員養成講習会 

10回 

  6回 

  2回 

  2回 

 

 

第５ 消費者・生産者・食品等事業者及び行政の相互理解と 

     信頼関係の確立・推進（リスクコミュニケーション）   

 食の安全安心の確保のためには、生産者を含む食品等事業者、消費者、行政の３者が、それぞれの役

割分担に応じた取り組みを行わなければなりません。 

 そのために、その３者の相互理解や信頼関係を確立し、リスクコミュニケーションを推進することが必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市民・食品等事業者及び行政との情報と意見の交換 

(1)  市民意見の施策への反映 

市民や食品等事業者と食の安全安心に関する情報や意見の交換を行い、それを反映した施策を

行います。そのために次のような意見等交換の機会を設けました。 

ア 熊本市健康くまもと２１推進会議部会（食の安全安心・食育部会）の開催 

市民の健康づくりに関する関係機関の代表、学識経験者、食品等事業者、市民等の委員で構

成する熊本市健康くまもと２１推進会議部会（食の安全安心・食育部会）では、平成 30 年度

（2018 年度）に策定した第 3 次熊本市食の安全安心・食育推進計画について委員から積極的

な意見をいただきました。また、令和6年度（2024年度）に開始する第4次計画の策定に向け

意見等を聴取し、第 4次計画に反映させました。 
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開催期日 協 議 内 容 

健康くまもと 21推進会議 食の安全安心･食育部会 

R5.8.25（金） 

・第 3次熊本市食の安全安心・食育推進計画の進捗状況について 

・第 3次熊本市食の安全安心・食育推進計画の評価について 

・新型コロナウイルス感染症に関連した取組について 

・第 4次熊本市食の安全安心・食育推進計画の策定について 

第 4次食の安全安心・食育推進計画に関する策定員会 

R5.7.14（金） 

R5.9 月（書面

開催） 

R5.11.22（水） 

・第 4次熊本市食の安全安心・食育推進計画の策定について 

 第 1回 策定方針について 

 第 2回 骨子案について 

 第 3回 素案について 

 

イ 食品衛生監視指導計画に関する市民からの意見聴取 

令和6年度（2024年度）熊本市食品衛生監視指導計画（案）をホームページで公開しました。

また、市民代表などで構成する「健康くまもと 21 推進会議 食の安全安心・食育部会」の委員に

諮りました。 

  

ウ 監視指導の実施状況等の公表 

令和4年度（2022年度）熊本市食品衛生監視指導計画に基づく監視指導の実施状況等を取

りまとめて、令和 5年（2023年）6月にホームページ等で公表しました。また、夏期及び年末食

品一斉取締りの結果も実施後速やかにホームページで公表しました。 

 

(2)  市民参加型のリスクコミュニケーションの実施 

 食品の安全性や衛生管理に関するイベントや、食品衛生の基本となる手洗いチェッカー貸出事業

等の市民参加型体験事業を実施しました。 

ア 手洗いチェッカー貸出事業 

熊本市内の主に小学生を対象とし、手洗いチェッカー貸出事業を実施します。汚れの見える化

が可能なブラックライトを使うことで食品衛生の基本である正しい手洗い方法を習得し、食品衛

生意識の普及及び家庭での食中毒の予防を図りました。 

手洗いチェッカーの貸出事業を開始しました。小学校 5校、保育園 2施設の申し込みがあり、

貸出しました。7施設、1,081名の生徒が手洗いチェッカーでの手洗いを体験しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
▲令和 5年度（2023年度）チェッカー貸出事業 
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イ 田崎市場体験 

食品衛生意識の普及・啓発、食品の安全性に関する情報提供やリスクコミュニケーションの 推

進を図るために、田崎市場体験を予定していましたが、実施を見合わせました。 

 

２ 食品安全に係る情報提供 

  食の安全安心の確保、特に安心の確保のためには迅速かつ正確な情報伝達が重要です。そこで、次

のような情報提供を積極的に行いました。 

（1） 熊本市ホームページ等による情報提供 

 ホームページ「安全安心のひろば」及び熊本市ホームページにより、食中毒注意報発令時等の情報

提供を行いました。また、食品の検査結果や食中毒発生情報等は熊本市公式ホームページに掲載し

ました。 

【ホームページでの情報提供】 

 情報提供回数 内 容 

緊急情報 2回 食中毒警報・注意報 

お知らせ 13回 熊本市 HACCP適正普及推進事業他 

その他（報道資料） 4回 食中毒発生情報他 

 

（2） 食品安全情報ネットワーク 

 市内の百貨店、スーパー等大型量販店や田崎市場内の荷受業者等の流通、販売の拠点となる食

品事業者と連携し、食品の安全性に関する情報の共有化を進めました。 

登録業者数  25機関 316店舗（令和 5年（2023年 4月 1日現在） 

情報提供回数 25回 

内訳 定期情報（食品等の検査結果、自主回収情報等） 23回 

          緊急情報（食中毒注意報発令等）         2回 

 

（3） 広報誌等による情報提供 

 熊本市の広報誌「市政だより」やラジオ、報道機関への報道資料の提供等により情報の提供を行

いました。 

ア 市政だより、ラジオ、テレビ等への情報提供 

 

 

 

 

 

 食中毒の発生状況や食中毒予防に関する情報などの食の安全に関する情報をホームページ、市

広報媒体、電子メール FAX等によって、市民や食品等事業者に対して情報提供しました。 

 また、熊本市医師会機関誌「森都医報」に記事を掲載し、医師や医療従事者に対して必要な情報

提供を行いました。 

 

 

 

 

 

 区      分 回数 

市広報誌（市政だより） 5回 

広報番組（ラジオ、テレビ） 7回 

会報誌 ２回 
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イ 報道機関への発表 

 夏期・年末の田崎市場一斉取締りや田崎市場体験等のイベントを実施する際に、それらを広く報

道してもらうことによって衛生意識等の普及啓発を図るために、報道機関に報道資料等による情

報提供を行いました。 

 また、食中毒等の健康危機発生時や行政処分を行った際には、被害の拡大防止等のために報道

機関に対して報道資料等による情報提供を行いました。 

  

（4） 衛生教育の実施 

 食品等事業者や市民からの要望により出前講座等衛生教育を実施し、食品の衛生的な取り扱い等

の情報を提供しました。 

ア 出前講座 

病院や社会福祉施設等の職員、老人会など幅広い団体からの依頼があり、市民への食品衛生

意識の浸透を図るために「シャットアウト食中毒」等 6つの出前講座を実施しました。 

・出前講座 実施件数 6件 受講者 158名 

 

イ バザー等開催時の衛生教育 

学校や社会福祉施設、自治会などの団体からのバザー等開催届出時に原材料の購入から提

供する際の注意点までの衛生教育を実施しました。また、食中毒発生のないよう、食中毒発生リ

スクの高いメニューの確認や衛生的な取り扱い方法を示した動画の視聴を案内しました。 

・バザー開催届出 436件 

 

ウ 食品等事業者向け衛生講習会の開催 

食品等事業者の衛生管理に関する知識の向上を目的に、食品等事業者に対して積極的に衛生

講習会を開催しました。 

【食品等事業者向け講習会実施内容（再掲）】 

区分 回数 受講者 内容 

食品等営業者 23回 733名 食中毒防止対策、衛生法規、自主衛生管理 

給食施設関係者 6回 399名 食中毒防止対策、自主衛生管理 

食品衛生責任者養成講習会 6回 822名 食品衛生学、食品衛生法、公衆衛生学等 

食品衛生責任者実務者講習会 2回 54名 食品衛生学、食品衛生法、公衆衛生学等 

 計 37回 2,008名  

 

３ 市民等からの食品等に関する相談への対応 

 市民、食品等事業者などから届け出があった食品等に関する苦情相談等について、迅速かつ的確に

事実を確認するとともに、原因究明の調査及び検査、改善指導などを行い、再発防止等の助言・指導

を行いました。 

 

 

食   品 
施設 

(不衛生等) 
有症苦情 その他 合計 異物 

混入 
カビ 

腐敗 

変敗 

異味 

異臭 
表示 

59 7 6 4 26 31 148 65 346 
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第６ 食品衛生に係る人材の養成及び資質の向上に関する事項    

 食の安全安心の確保のためには、研修等により食品衛生に係る人材を養成し、その人材の資質の向

上を図ることが重要です。 

 

１ 食品衛生監視員等関係職員の資質の向上 

 国や関係機関等が開催する研修会等に積極的に職員を派遣して、関係職員の資質の向上を図りまし

た。また、新規採用職員や経験年数が浅い職員等を対象に適宜、研修を行いました。 

 

 

２ 食品衛生責任者等の養成及び資質の向上 

 熊本市食品衛生協会が主催する食品衛生責任者養成講習会や食品衛生責任者実務講習会に、職員

を講師として派遣し、食品衛生責任者の養成や資質の向上を図りました。 

区分 内　　　　容 備考

新任食監研修（１）食品衛生法（総論）及び危機管理（食中毒調査）

新任食監研修（３）許認可（施設基準、業種）

新任食監研修（４）食品表示

新任食監研修（５） HACCP

新任食監研修（６）大量調理施設衛生管理マニュアル

新任食監研修（8）収去と精度監理（ＧＬＰ）研修、食品の製造工程等

大規模食中毒調査に関する研修

広域連携会議 オンライン開催

九州各県・政令市・中核市生活衛生主管課長会議（食品部会）

食品安全行政講習会 動画資料共有

２１大都市食品衛生主管課長会議 オンライン開催

九州各県・政令市・中核市食品衛生係長会議

食品衛生監視員協議会九州ブロック研修会

都道府県等食品表示担当者研修 オンライン開催

市場食品衛生検査所協議会活性化事業

全国食品衛生監視員協議会研修会

市場食品衛生検査所協議会全国大会

ＨＡＣＣＰ基礎研修

HACCP 導入・指導者養成研修 オンライン研修

自治体職員向けHACCP 等研修　水産食品の輸出に関する研修 オンライン研修

九州地区輸入食品衛生担当者連絡会議

派遣研修・会議

職場研修



別表1　令和5年度（2023年度）収去検査結果
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ン
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過
マ
ン
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ン
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カ
リ
ウ
ム
消
費

量 放
射
性
物
質

鮮魚（マグロ、冷凍魚介類等） 0 0

魚介類加工品 その他 魚介類加工品（干物、ツナ缶等） 0 0

生鮮野菜・果実 カット野菜・カットフルーツ ○ 6 6 6 6

漬物 浅漬 ○ 6 6 6

豆腐及びその加工品 豆腐 ○ 8 8 8 8 8

調理パン ○ 18 18 18 18 18 18

調理米飯 ○ 12 12 12 12 12 12 3

生菓子 ○ 18 12 12 12 12 12

未加熱そうざい ○ 12 11 11 11 11 11 0

未加熱そうざい（給食） 0 0

加熱そうざい ○ 12 11 11 11 11 5

肉・卵類及びその加工品 食肉 馬刺し ○ 8 6 6 6

辛子蓮根 0 0

〆かま 0 0

魚介類加工品 たらこ 明太子 0 0

穀類及びその加工品 めん類 生めん類 0 0

野菜及びその加工品 漬物 漬物 ○ 4 4 4 4

味噌 ○ 4 4 4 4

醤油 ○ 4 4 4 4 4

そうざい類 煮豆・つくだ煮 煮豆・つくだ煮 〇 4 4 4

刺身 ○ 12 12 12 12

輸入刺身 0 0

生食用カキ ○ 12 10 10 10 10 10

冷凍食品 ○ 8 8 8 5 3 1

魚肉ねり製品 魚肉ねり製品 ○ ○ 6 5 5 5 5

鯨肉製品 鯨肉製品 0 0

その他 ゆでだこ 0 0

食肉製品 食肉製品（管内品） ○ ○ 3 3 3 3 3 1 3 3

生食用食肉 生食用食肉 1 0

卵 液卵（未殺菌） 0 0

発酵乳 0 0

乳製品 アイスクリーム類 4 0

氷菓 氷菓 ○ 4 4 4 4

野菜及びその加工品 あん類 さらし餡 ○ 3 2 2

清涼飲料水 〇 ○ 4 4 4 4

かん詰・びん詰食品 0 0

容器包装詰加圧加熱殺菌食品 〇 4 4 4

容器包装（ペットボトル） 0 0

放射性物質 県外産野菜・果実等 0 0

輸入冷凍食品 0 0

国内産野菜・果実 ○ 48 21 21

輸入野菜 0 0

輸入果実 ○ 8 3 3 3

233 182 4 100 0 49 69 6 0 0 0 62 23 87 8 0 10 24 3 20 4 4 0 17 0 3 0 0 0 0 0 0 4 2 0 0

近海産魚介類（体表） 0 0

魚介類仲卸店舗設備・器具 ○ 216 190 95 95

市場内製造所器具 ○ 20 0

魚介類せり場器具 0 0

魚介類仲卸店舗設備・器具 ○ 108 188 188

市場内製造所器具 ○ 20 0

ヒスタミン 魚介類加工品 0 0

残留農薬 野菜及びその加工品 生鮮野菜・果実 野菜・果実（スクリーニング） ○ 36 12 12

400 390 0 0 0 95 0 0 0 0 0 0 95 0 0 0 0 0 12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 188 0 0 0 0 0 0 0

633 572 4 100 0 144 69 6 0 0 0 62 118 87 8 0 0 10 36 3 20 4 4 0 17 0 3 0 0 188 0 0 0 4 2 0 0

特産品

肉・卵類及びその加工品

かん詰・びん詰食品

　　　　　　　　　　　　　総計

　　　　　　　　　　計

市場の自主衛生管理対策

細菌

魚介類
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ATP 施設設備・器具

魚介類加工品
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収
去
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食品安全対策

食品添加物
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成分規格

魚介類
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魚介類加工品

その他の食品

農薬安全対策 残留農薬
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区分 検査目的 主な検査項目 食品等の分類 対象食品等

検査項目

食品一般

理化学的検査

細菌 残
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薬

検査機関
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ー

物
質
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2
0
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画
数

2
0
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数

乳製品
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清涼飲料水

器具及び容器包装


